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約20万人の実績
産業雇用安定センターは人材を送り出す企業と人材を受け入れる企業との間で
様 な々人材マッチングを行っている公的機関です。

ハローワークの他にもあります。

●事業拡大・新規事業のため
　経験豊富な人材を採用したい

●事業の整理・縮小により
　雇用調整を検討
●従業員の再就職を支援したい

人材を無料で
斡旋・紹介する公的機関

1

送出者に
応募書類の添削、
面接指導など
マンツーマンで
行います。

全国約500名のコンサルタントがマンツーマンで対応します。
送出者のキャリア、人物像及び希望職種を把握した上で、求人企業
訪問による情報収集を行い、送出者へ求人の斡旋をすることできめ
細やかな再就職支援を行います。

2 人事担当者へのアドバイスや支援、
送出者との調整を行います。

3

全国47都道府県の事務所による情報網
30年以上の実績と信頼

4

送出企業受入企業

4つの特徴

マッチング

産業雇用

長野事務所

〒380-0921　長野市栗田源田窪1000-1　長栄長野東口ビル3階
TEL 026-229-0555　　FAX 026-229-0333

チラシ　人材を無料で斡旋・紹介する公的機関　20190830
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　長野県内の事業場で働くすべての労働者に適用される「長野県最低賃金」（地域別最低賃金）及び
特定の産業の基幹的労働者に適用される「特定（産業別）最低賃金」が次のとおり改定されました。

長໺ݝの࠷௿௞ۚ
˒ ඞͣνΣοク ࠷௿௞金ʂ  ࢖༻ऀも ࿑ಇऀも ˒

（それぞれの最低賃金の効力発生日にご注意ください。）

地域別最低賃金 時間額 効力発生日
★�長野県最低賃金は、長野県内の事業場で働く�
すべての労働者に適用されます。

★�なお、下記の産業で働く労働者には、それぞれ
の特定（産業別）最低賃金が適用されます。

長 野 県
最 低 賃 金

ԁ

�4� 令和元年
10月４日

特定（産業別）最低賃金 時間額 効力発生日
特定（産業別）最低賃金から適用除外され、

長野県最低賃金又は他の特定最低賃金が適用されるもの
適用除外業種 適用除外者及び適用除外業務

計量器・測定器・分析機器・試
験機、医療用機械器具・医療用品、
光学機械器具・レンズ、電子部品・
デバイス・電子回路、電気機械
器具、情報通信機械器具、時計・
同部分品、眼鏡製造業

ԁ

�92 令和元年
11月27日

測量機械器具製造業、理化学機械器具製造
業及びこれらの産業において管理、補助的
経済活動を行う事業所

①�18歳未満又は65歳以上の者
②�雇入れ後６月未満の者であっ
て、技能習得中のもの

③�次に掲げる業務（これらの業務
のうち流れ作業の中で行う業
務を除く。）に主として従事す
る者

イ　清掃又は片付けの業務
ロ　�手作業による選別、袋詰め、
箱詰め又は包装の業務

ハ　�手作業により又は手工具若
しくは手持空圧�・�電動工具
を使用して行う熟練を要し
ない部品の組立て又は加工
の業務

はん用機械器具、生産用機械
器具、業務用機械器具、自動車・
同附属品、船舶製造・修理業、
舶用機関製造業

ԁ

90� 令和元年
11月27日

ボイラ・原動機製造業、建設用ショベルト
ラック製造業、繊維機械製造業（毛糸手編
機械製造業を除く）、計量器・測定器・分
析機器・試験器・測量機械器具・理化学機
械器具製造業、医療用機械器具・医療用品
製造業、光学機械器具・レンズ製造業、武
器製造業及びこれらの産業において管理、
補助的経済活動を行う事業所

各種商品小売業
（衣・食・住にわたる各種の商品を
一括して一事業所で小売する事業
所で、その事業所の性格上いずれ
が主たる販売商品であるか判別で
きない場合が該当します。）

ԁ

�55 令和元年
12月31日

①�18歳未満又は65歳以上の者
②�雇入れ後６月未満の者であっ
て、技能習得中の者

③�清掃又は片付けの業務に主と
して従事する者

印刷、製版業

ԁ

�50 令和元年
12月31日

改定前　872円

改定前　821円

改定前　883円

改定前　835円
※令和元年10月４日から12月30日まで
の間は長野県最低賃金を適用　

改定前　827円
※令和元年10月４日から12月30日まで
の間は長野県最低賃金を適用　

※　精皆勤手当、通勤手当及び家族手当は、最低賃金の対象とはなりません。
※　�適用除外業種欄は、長野県最低賃金が適用されるものと他の特定最低
賃金が適用されるものがあります（長野労働局HPにて確認できます。）。
適用除外者及び適用除外業務欄は、長野県最低賃金が適用されます。

※　�技能実習制度における技能実習生は、特定（産業別）最低賃金の適
用除外者の１つである「雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中
の者」には該当しません。

※　��最低賃金を一定額以上に引き上げを行った中小企業・小規模事業者へ
の支援制度として、「業務改善助成金」を用意しております。詳しくは、
厚生労働省ホームページをご覧ください。
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２	 特集１
	 正副会長・正副支部長等懇談会を開催
６	 特集２
	 第71回中小企業団体全国大会が
	 鹿児島で開催されました
12	 中央会インフォメーション

14	 全中インフォメーション

15	 市町村のイチオシ！
	 天龍村
16	 好機逸すべからず
	 有限会社淡水魚鯉西（上田市）
	 株式会社豊島屋（岡谷市）
18	 弁護士の話
	 「遺言関係の法律改正」

天龍村

ʪදࣸࢴਅʫ「ࡔ部のౙࡇり・たいきり໘」
　１月４日18時ࠒからཌ̑日にかけてେ৿ࢁਡ๚ਆ社で行われ
る「ࡔ

さかべ

部のౙࡇり」は、ࠃのॏ要ແܗຽଏจ化ࡒにࢦ定されて
いるఱཾଜのૼ月ਆָの一つです。
　日が฻れるࠒ、ਆ༫の行ྻがڥ内のদ໌のपりを練り回り、
΍がて౬立のזをড়め、ਆ子の෣「Ֆの෣」が࢝まります。最
େのݟͲこΖは、໌けํにࣸਅの੺َがେまさかりを持ってݱ
れ、ٶ人が๋げ持つদ໌をまさかりで੾る「たいきり໘」。দ
໌のՐが෣఼いっͺいにඈびࢄりഭ力満఺です。



22

　10月2�日、長野ࢢ「ホςルϝトロϙϦλン長野」にて、正
෭会長・正෭支部長౳࠙ஊ会を։࠵しました。
　ຊ会の会長・෭会長、正෭支部長、੨年中央会正෭会長が
ूまるとともに、長野県産業労働部のྛ޺行部長を࢝め、株
式会社商工組合中央金ݿ長野・দຊ支ళの∁原清ࢤ支ళ長、
େथ生໋อݥ株式会社দຊ支社の一ਿ和޺支社長、ࡾҪ住༑ւ上Րࡂอݥ株式会社長野支ళのསຊढ़໌支ళ長、

同長野ୈ̎支社のউ又࢙࿠支社長にごྟ੮いただきました。
　࠙ஊ会では、౜୔会長を࠲長に4%(Tのऔ組Έ事ྫとして、長野県信用組合༷、
・から、それぞれの企業ํࡾ同組合࿈合会༷のおڠࡐ木建設株式会社༷、長野県木ߴ
団体でのऔり組Έについて発දいただきました。
　事ྫ発දの後、「中央会とࡾҪ住༑ւ上Րࡂอݥ株式会社との4%(Tに関する包
括࿈ڠܞ定」についてསຊ支ళ長よりごઆ໌いただくとともに、୆෩1�߸ඃ֐に
対する中央会の対Ԡについてຊ会の佐々木ઐ務理事から報ࠂが行われ、最後に、
長野県産業労働部のྛ部長より、事ྫ発දをडけての所ײ΍୆෩1�߸への対Ԡ౳
についてお࿩しいただきました。

正副会長・正副支部長等
懇談会を開催

　長野県信用組合ではSDGsに取り組むことをビジネスチャンスととらえ、企業
価値を高める道標として活用するため、取り組みをご紹介する冊子を作成してい
ます。その中から、けんしんBANKでの取り組みをご紹介します。
　特徴的な取り組みとして、「職員の健康管理は企業の責任」という発想のもと、
病気の早期発見・早期治療を目的として、30歳から50歳までの間、５年ごとに独
自の人間ドック受診制度を導入しました。今年の４月からは若い職員の家族の健
康をサポートするため、30歳と35歳の職員については、その扶養配偶者の人間ド
ックの受診料を負担することも追加しました。また、受診率向上のために、人間
ドックの受診特別休暇というものを導入しています。
　また、未取得の有給休暇の復活制度も導入しています。この制度では、がんによる長期療養が必要な場合
には、過去５年間、それ以外の病気の場合には、過去３年間の未取得の有給休暇を復活することができます。
同時に病気の治療を終え、あるいは治療しながらの勤務についても短時間勤務が選択できるように就業規則
を改定しました。
　このほかにも、結婚・出産・介護等で退職した職員についても退職後５年以内であれば、退職時の資格で
復職できる制度も導入しています。
　病気や介護等で離職せざるを得なくなっても、元の仕事に戻れる制度を整備することで、将来の生活に対
する安心感を生み、働きがいや地域の経済成長にも寄与できる取り組みであると考えています。
　人口減少を背景に、人手不足が大きな課題となっている中、職員の働きやすさを考える制度の導入により、
SDGsにつながる取り組みを行っています。

事例報告  ① 報告者　長野県信用組合  常務理事・総合企画部長　中澤　資長 氏

正副会長・正副支部長等正副会長・正副支部長等正副会長・正副支部長等正副会長・正副支部長等正副会長・正副支部長等
懇談会を開催

特
集
１

特集１　正副会長・正副支部長等懇談会を開催
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― 地方創生は連携による地域力アップと強力な発信 ―

　私達は建設業であり、公共事業など公共性のある仕事をしているので、仕事柄
SDGsに取り組みやすいという実感がありました。
　当社では2001年に、ISO9001の品質確保並びに顧客への満足度に挑戦して認証
を取得し、2009年には、環境省の認証である「エコアクション21」を取得しました。
2018年には、業界団体で取り扱っている建設業労働安全衛生マネジメントシステ
ム「コスモス」を取得し、社員の安全面のみならず健康管理にも取り組んできま
した。さらに、今年の１月には消防団協力事業所に指定され、２月には、経済産
業省が認定する健康経営優良法人2019に認定されるなど、社員とその家族の健康
管理を推進しています。
　また、建設業という業種柄、事業所や現場での４S（整理・整頓・清潔・清掃）を徹底しており、この４
Ｓに環境の視点を加えることで、SDGsの取り組みとしてつながっていきます。
　他にも、社内や事業所内でのプラスチック削減、裾花川や土尻川での河川のごみ拾い清掃など、地域貢献
活動はSDGsの17のゴールにつなげていきやすい取り組みです。会社で取り組んでいる活動をSDGsの17ゴー
ルに当てはめていくと、いずれかの項目につながっていきます。これら日々の活動の延長線上にSDGsの取り
組みがあり、今年の７月には長野県SDGs推進企業に登録されました。
　今後、事業活動を行っていく上で、男性の育休取得や女性活躍など社員の働きやすさの向上、CO2の削減
や使い捨てプラスチックへの対応が重要な課題であると考えており、SDGsを推進していくためにも積極的に
取り組んでいきたいです。

　当連合会は、昭和13年に任意団体の長野県木材組合連合会として設立され、昭
和33年に法人の連合会へ改組しました。長野県下に単協13組合と３部会を擁して
おり、組合員への情報提供を主な事業として行っています。
　７月には連合会として唯一、長野県SDGs推進企業に登録されました。登録を考
えたきっかけは、森林・林業・木材産業はSDGsの17のゴールのうち15項目に関係
していると言われているからです。
　SDGsの目標１「貧困をなくそう」では、木材の乱伐が問題視されている中で、
計画的に伐採し、地域の方を雇用して、公正な値段で販売することができれば、
林業者の収入アップにつながり、地域経済を潤すことにつながります。このように、
SDGsが示す目標との親和性が高い森林・林業・木材産業では、SDGsに取り組むことで持続可能な社会の実
現に貢献することができると考えています。
　また、SDGsの取り組みやすさとしては、自分で定めたあるべき姿に近づけていく「できることから始めよ
う」という考え方に基づいていることが挙げられます。SDGsを実践するにあたっては、身近な問題に置き換
えて取り組むことが肝要です。
　SDGsは環境問題とも密接に関係しているため、木材への関心は高まっていますが、コストや木造へのこだ
わりの薄さなどから、それが県産材・国産材への需要につながっていかない現状があります。
　当連合会では、SDGsの木製バッチの作製や、持続可能な森林・林業のための森林認証の紹介などを通して、
「切って、使って、植えて、育てる」という木を循環させることの大切さを発信していきたいです。	

事例報告  ② 報告者　高木建設株式会社  代表取締役　髙木　正雄 氏

事例報告  ③ 報告者　長野県木材協同組合連合会  専務理事　小島　和夫 氏

特集１　正副会長・正副支部長等懇談会を開催
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特集１　正副会長・正副支部長等懇談会を開催

　今般、私たちは更なる
持続的発展と、地域経済
の活性化を図るため７項
目にわたる包括連携協定
を締結し、協定内容も
SDGsを始め、災害対策
など幅広い分野について
協定しました。
　SDGsはだれ一人取り
残さない世界の実現を目指し、17の持続可能な開
発目標と169のターゲットがあります。その中で、
17番目にある「パートナーシップで目標を達成し
よう」という開発目標は、「地方創生は、連携に
よる地域力アップと強力な発信」という理念に通
ずるものであると考えています。
　また、13番目に掲げられている「気候変動に具
体的な対策を」については、地球温暖化の影響で、
極めて大型な台風や記録的な豪雨が毎年のように
日本を襲っています。今回の長野県における台風
の甚大な被害を目の当たりにした今、地球温暖化
対策は、急務であると感じています。
　当社は昨年12月に、長野県ともSDGsを盛り込
んだ包括連携協定を締結しましたが、当社グルー
プ企業であるリスクコンサルティング会社、イン
ターリスク総研が「長野県SDGs推進企業登録制
度」におけるオフィシャル伴走支援企業に選定さ

れました。三井住友海上の伴走支援の協力会社と
して、インターリスク総研と連携を密にし、
SDGsに取り組む皆さまを応援してまいります。
　皆さまがSDGsに取り組むことでビジネスチャ
ンスが広がりますよう、共同セミナーの開催など、
地域密着型で支援を展開させていきますので、引
き続きよろしくお願いいたします。

□SDGsに関する包括連携協定を締結
　正副会長・正副支部長等懇談会に先立って行わ
れた正副会長会議において、三井住友海上火災保
険株式会社長野支店の梨本支店長と本会の唐沢会
長が、「長野県中小企業団体中央会と三井住友海
上火災保険株式会社とのSDGsに関する包括連携
協定書」を取り交わしました。
　この協定書は、本会と三井住友海上火災保険株
式会社が相互に連携し、取引先企業へSDGsの取
り組みに関する支援を行うことにより、企業の持
続的成長と地域経済の活性化を図ることを目的と
して締結されました。
　この協定により、SDGsの情報発信・普及啓発
に関することを始め、働き方改革や健康経営、人
材育成、事業承継、災害対策など地域経済の活性
化に関する事項について連携して取り組むことが
確認されました。

「中央会と三井住友海上火災保険株式会社とのSDGsに関する包括連携協定」について
三井住友海上火災保険株式会社長野支店長　梨本　俊明	氏
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　この度の台風19号により被災された皆さまに、
心よりお見舞い申し上げます。本会としましては、
長野県内での中小企業の被災状況を把握し、長野
県議会の産業観光企業委員会や自民党県議団との
懇談会等の機会に、国を挙げて復旧・復興への支
援策を講じていただけるようお願いしてまいりま
す。
　また、昨年台風による豪雨災害に見舞われた岡

山県では、グループ補助金という制度が活用され
たこともあり、この制度について学んでもらうた
め職員２名を派遣し、中小企業組合等を支援する
ため前向きに取り組んでいます。
　皆さまのご意見を賜って、支援策につなげてい
きたいと考えていますので、ご理解とご協力のほ
ど、よろしくお願いいたします。

　日頃から長野県の産業
労働行政に格別のご理解
とご協力を賜り厚く御礼
申し上げます。
　10月の台風第19号災害
は、県内産業にも甚大な
被害をもたらしました。
犠牲となられた方々に謹
んで哀悼の意を表すると
ともに、被災された皆様に心よりお見舞いを申し
上げます。県では、11月に「暮らし・生

なりわい

業再建本
部」及び「産業復興支援室」を設置し、補助金や
融資制度をはじめとする復旧・復興支援策の速や
かな執行に努めているところです。被災された皆
様が希望を持って生活と生業を再建していけるよ
う総力を挙げて取り組んでまいります。
　県内の経済情勢は、米中貿易摩擦等に伴う海外
経済の減速など、景気の先行きに不透明感がみら
れますが、新たな成長モデルの創出や進展するデ
ジタル経済への対応など、世界的なイノベーショ
ンの波に立ち向かっていかなければなりません。
現在、県では、総合５か年計画「しあわせ信州創
造プラン2.0」に掲げた「産業の生産性が高い県
づくり」を目指し、生産性向上や働き方改革等の
主要施策を推進しています。特に、県内企業が持

つ強みを活かし、医療機器や航空機、機能性食品
など、成長期待分野へのチャレンジや人材育成の
支援に取り組んでまいります。
　また、今年度４月に創設した「長野県SDGs推
進企業登録制度」は162者の皆様にご登録いただ
きました。民間企業が有する技術やビジネスモデ
ルを社会課題の解決に役立てていくことは、持続
的成長を目指すSDGs達成の鍵とも言われていま
す。県としては、登録企業の取組を内外に発信す
るなど、ブランド力向上をバックアップしてまい
ります。
　活力あふれる産業づくりに向けて、産業界の皆
様とともに全力でイノベーションの創出を加速化
させてまいります。引き続き皆様のお力添えを賜
りますよう、よろしくお願い申し上げます。

台風19号被害に対する中央会の対応
長野県中小企業団体中央会　専務理事　佐々木　正孝	氏

台風被害への対応・長野県のSDGs推進企業登録制度について
長野県産業労働部長　林　宏行	氏
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第71回中小企業団体全国大会スローガン

　11月７日、第71回中小企業団体全国大会が鹿児
島市内の「鹿児島アリーナ」を会場に開催されま
した。
　国内経済は、緩やかに景気回復が続いていると
されていますが、地域の雇用を支える357万8,000
の中小企業・小規模事業者の多くは、その実感を
得られていません。
　中小企業・小規模事業者を取り巻く経営環境は、
深刻化する人手不足、事業承継問題、最低賃金の
引上げによる人件費コストの増加、働き方改革へ
の対応、消費税率引上げと複数税率対応、生産性
向上の実現に向けた取組みなど、課題が山積して
いる状況にあります。そして毎年のように頻発す
る自然災害等に対する復旧・復興等の被災事業者
の負担は大きく、一層厳しさを増している現状で
す。
　このような状況の中で、中小企業・小規模事業
者が直面する課題に前向きに対応していくには、

個々の自助努力だけでは限界があるため、中小企
業組合をはじめとする連携組織での取組みが重要
となります。中小企業・小規模事業者の課題を内
外へ訴えることを目的として本県から参加した64
名を含め、全国合計約3,000名が集い全国大会は開
催されました。
　全国大会では全国の優良組合等の表彰が行われ、
本県からは赤帽長野県軽自動車運送協同組合（長
野市：倉坂正道理事長）、臼田建設事業協同組合（佐
久市：北原裕一理事長）、諏訪地区タクシー事業協
同組合（諏訪市：山谷恭博理事長）の３組合が表
彰されました。受賞された皆さま、誠におめでと
うございます。
　次回、第72回中小企業団体全国大会は、令和２
年10月22日に茨城県水戸市の「ザ・ヒロサワ・シティ
会館」において開催されます。茨城県では初開催
となりますので、多くの皆さまにご参加いただけ
ますと幸いです。

１．生産性向上・ものづくり対策の強化　　４．まちづくりの推進と商業・サービス業対策の拡充
２．消費税対策と事業承継施策の強化　　　５．震災復興、豪雨・風水害等対策の拡充
３．労働・雇用・社会保険料対策の推進　　６．中小企業組合等連携組織対策の拡充

　　第71回中小企業団体全国大会が
鹿 児 島 で 開 催 ！

新時代の幕開け 団結でひらく 組合の未来 ～時空を超えて 舞台は鹿児島から～

　　第71回中小企業団体全国大会が特集2
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臼田建設事業
協同組合

　先人に学び敬い固い絆と
実行力の仕事屋集団　

　理　事　長　北原　裕一
　創立年月日　昭和42年４月27日
　組 合 員 数　26名
　専 従 者 数　２名
　主な共同事業　①共同購入事業

赤帽長野県軽自動車運送
協同組合

荷主さんの心を運ぶ赤帽車

　理　事　長　倉坂　正道
　創立年月日　昭和53年8月30日
　組 合 員 数　212名
　専 従 者 数　９名
　主な共同事業　①共同荷受、共同配車事業
　　　　　　　　②共同購買事業

諏訪地区タクシー事業
協同組合

　地域の安全・安心を支え
信頼されるタクシー　

　理　事　長　山谷　恭博
　創立年月日　昭和38年９月14日
　組 合 員 数　10名
　専 従 者 数　２名
　主な共同事業　①共同集金
　　　　　　　　②共同受注
　　　　　　　　③運転者登録センター

県内優良組合表彰

　ຊ日、中小企業団体の୅ද3
000໊は、「৽時୅のນ։け�団݁でͻらく�組合の未དྷʙ時空を௒

͑て�෣୆はࣛࣇౡからʙ」をςーϚに、ここࣛࣇౡ県ࣛࣇౡࢢにूい、໿̏ສの中小企業組合౳

の૯意をऔりまとめ、その実ݱに޲けて、ڞにऔり組Ήことをܾٞした。

　中小企業・小規模事業者をऔりרく経Ӧڥ؀は、ਂࠁ化する人手ෆ଍、事業ঝܧ໰୊、最低賃

金の引上げによる人݅අίストの૿加、働きํ改ֵへの対Ԡ、ফඅ੫཰引上げとෳ਺੫཰対Ԡな

Ͳ、՝୊がੵࢁしているঢ়گにある。

　このようなঢ়گの中、中小企業の生産性޲上がٸ務であり、そのためには、ݸ々の自助౒力に

加͑て、中小企業組合をは͡めڞ同化、ڠ業化、事業౷合なͲ企業間の࿈ڧܞ化がॏ要になる。

　զ々は、次のスローΨンのもと、ࠃ౳に対して、ຊେ会の各ܾٞ事߲のૣظ実ݱをڧくٻめる

ものである。

　一、生産性޲上・ものͮくり対ࡦのڧ化

　一、ফඅ੫対ࡦと事業ঝࡦࢪܧのڧ化

　一、労働・雇用・社会อݥྉ対ࡦのਪਐ

　一、まちͮくりのਪਐと商業・αーϏス業対ࡦの֦ॆ

　一、਒ࡂ෮ڵ、߽Ӎ・෩ਫ֐౳対ࡦの֦ॆ

　一、中小企業組合౳࿈ܞ組৫対ࡦの֦ॆ

　ຊ日ूࢀしたզ々一同は、৽たな令和の時୅を੾り୓くべく、ੵۃՌ׶に行動することをܾ意

する。

令和元年11月̓日　　　　　　

ୈ71回中小企業団体શࠃେ会　

宣　　言
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決　議　内　容

ʲ要๬事߲ʳ
１�．中小企業・小規模事業者の持続的な成長と生産性向上に
向けた対策の強化
　⑴	　中小企業・小規模事業者の持続的な成長に向けた切れ
目のない景気対策を強力に実行すること。

　　	　また、生産性の向上、経営力の強化、IoT導入やビッ
グデータの活用等の第４次産業革命への支援を加速化さ
せ、持続的な成長の実現に向けた中小企業・小規模事業
者対策予算の拡充を図ること。

　⑵	　消費税率引上げによる消費喚起のための対策を適時講
じること。

　⑶	　消費税率引上げ後も中小企業・小規模事業者が適正な
価格転嫁を円滑に進められるよう引き続き万全な対策を
講じること。

　⑷	　支援策の周知・広報については、関係省庁が連携し、
統一的かつ効率的に行うこと。

　⑸	　補助金申請に係る認定支援機関の支援の充実を図ること。
　　　また、補助金申請に係る事務手続きを簡素化すること。
２．生産性向上に向けた人材育成の強化
　⑴	　中小企業・小規模事業者の生産性の向上に向けた人材
育成を支援するための施策を拡充すること。

　⑵	　中小企業・小規模事業者における専門的なITスキル
を習得できるような人材育成研修・教育の充実などに対
する支援を強化すること。

　　	　また、生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金）
の継続・拡充等、IT化支援体制の強化を図ること。

　⑶	　中央会指導員の資質をさらに向上させるための人材育
成予算を拡充すること。

３．地方創生推進に向けた対策の強化
　⑴	　地方創生交付金の拡充及び恒久化を図るとともに国の

負担割合を増やすこと。
　⑵	　国と地方自治体は有機的連携を図り、魅力的な地域を
創出するためのきめ細かな対策を講じること。

　⑶	　地域資源活用の促進等に向けた事業計画遂行のための
伴走型支援等の措置を強化すること。

４�．事業承継・後継者育成等への支援策の拡充と組合支援措
置の強化
　⑴	　次世代への円滑な事業承継を行えるよう支援策を新
規・拡充するとともに、第三者事業承継税制の創設や事
業承継補助金の継続を図ること。

　⑵	　中小企業組合による面的な事業承継支援を行うため、
中央会支援体制強化及び予算措置を講じること。

　⑶	　中小企業組合を活用した後継者育成・事業承継等の支
援措置を創設すること。

５．中小企業組合・中央会に対する支援の拡充
　⑴	　国及び都道府県は、中小企業連携組織を育成・支援す
るため、中央会に対する中小企業連携組織対策予算を大
幅に拡充・強化すること。

　⑵	　創業支援の拡充を図ること。また、地域の創業・雇用
創出につながる企業組合への支援策等の改善・強化を図
ること。

　⑶	　地場産業及び伝統的工芸品関連組合に対する支援策を
拡充すること。

　⑷	　「小規模企業振興基本法」に基づき、中央会・中小企
業組合の支援強化を図ること。

　⑸	　中小企業組合の力が十分発揮できるよう、中小企業組
合制度の見直しや運用の弾力化を図ること。

　⑹	　中小企業組合士に対する支援を強化するとともに、積
極的に活用すること。

（ൈਮ）

�中小企業・小規模事業者等の生産性向上支援等の拡充Ⅰ

中小企業の実態を踏まえた労働・雇用・社会保険料対策の推進Ⅱ
ʲ要๬事߲ʳ
１．働き方改革の実現に向けた中小企業への配慮
　⑴	　本年４月より順次施行されている働き方改革関連法の
内容について中小企業への懇切丁寧な周知と働き方改革
推進支援センター等の相談体制の拡充を図ること。

　⑵	　自動車運転の業務、建設業等については、改正法施行
５年後に時間外労働の上限規制が適用されることとなる
ことから、中小企業における労働時間の動向、人材確保
の状況、取引条件の実態等を踏まえた中小企業団体等に
対する支援を行うこと。

　⑶	　令和５年に施行される月60時間を超える時間外労働
に係る割増賃金率（50％以上）への中小企業に対する支
援策を拡充すること。

　⑷	　発注側の働き方改革推進により、中小企業側が長時間
労働になる等のしわ寄せが生じないよう、国は啓発・指
導・監視を徹底すること。

２．中小企業の人材確保・定着対策
　⑴	　建設業、運輸業、小売業、サービス業等人手不足業界
に対する積極的な就労支援策を強化すること。

　⑵	　若年者の人材確保・定着支援及び中高齢者、就職氷河
期世代の求職者が中小企業に就職する場合の事業主に対
する支援を拡充すること。

　⑶	　女性・高齢者等の就業支援策を拡充・強化すること。
　⑷	　インターンシップに取り組む中小企業への支援策の強
化すること。

　⑸	　地方の中小企業の人材確保を推進するため、UIJター
ン等の促進・支援策を拡充すること。

　⑹	　中小企業が組合等を活用して共同で設置する保育施設
に対する助成・支援を大幅に拡充すること。

３．地域の実情を踏まえた最低賃金の設定
　⑴	　標準生計費など地域間の差異が生じている現状下、最
低賃金の全国一律化は時期尚早であり、反対である。中

特集２　第71回中小企業団体全国大会が鹿児島で開催！
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小企業の支払い能力を超えた最低賃金額の大幅な上昇を
させないこと。

　⑵	　最低賃金の目安額は、その決定に当たって、法の原則
及び目安制度を基にし、地域の経済情勢、雇用動向、中
小企業の生産性向上の進展状況を検証した上で設定する
こと。

　⑶	　最低賃金引上げにより影響を受ける中小企業に対し、
生産性向上に向けた支援策を拡充すること。

　⑷	　特定最低賃金は、地域別最低賃金に屋上屋を架するも
のであり、早急に廃止すること。

４．外国人技能実習制度の円滑化と拡充
　⑴	　外国人技能実習機構は、監理団体の許可、技能実習実
施計画の認定が円滑に行われるよう体制整備を図るとと
もに、より一層、事務手続きの簡素化、迅速化を図るこ
と。

　⑵	　技能実習２号移行対象職種の拡充に当たっては、業界
のニーズ等を把握し、検定試験制度の創設等の支援を講

じること。
５．外国人材の受入れ体制の整備
　⑴	　新たな在留資格である「特定技能」による外国人材の
受入れに当たっては、受け入れる中小企業において外国
人材が活躍できる環境整備を行うこと。

　⑵	　受入れ対象分野における円滑な試験を実施すること。
６．雇用保険制度の見直し
　⑴	　雇用保険二事業については、引き続き関係コストの削
減をはじめ、各種助成金の見直しを図るなどして、事業
費管理の徹底と見直しを行うこと。

　⑵	　雇用保険料率については、令和２年度の見直しに向け、
雇用保険積立金の状況を見て更なる引下げを検討すると
ともに、国庫負担については、本則に規定する４分の１
へ復帰させること。

７．障害者雇用への中小企業支援策の拡充
８．国による職業訓練機能の拡充・強化
９．社会保険制度等の整備

ʲ要๬事߲ʳ
１�．東日本大震災、熊本地震、北海道胆振東部地震、豪雨災
害等に対する復旧・復興の更なる推進・加速化
　⑴	　復旧・復興対策の十分かつ柔軟な財政及び税制措置を
講じるとともに、被災地の復興段階に応じた復興支援ニ
ーズに柔軟かつ迅速に対応し、復興後の経済発展を見据
え必要な予算を継続して措置すること。

　⑵	　中小企業組合等共同施設等災害復旧事業（中小企業等
グループ補助金）を継続するとともに中小企業・小規模
事業者の事情に配慮した迅速かつ弾力的な運用拡充・強
化を図ること。

　⑶	　被災事業者に対する貸付条件の緩和や手続きの簡素化、
借入金の返済猶予など、資金調達の円滑化に向けてあら
ゆる方策を継続すること。

　⑷	　復旧・復興工事に係る建設資材価格や人件費等の設定
単価変更については、実勢価格に応じ、機動的に見直す
こと。

　⑸	　復旧・復興工事については、地域中小企業・小規模事
業者への優先的な発注に努めるとともに、復旧・復興工
事を効率的に進められるよう、中小企業組合等の組織化
を奨励し、組合への一括発注について配慮すること。

　⑹	　販路開拓支援などの風評被害対策は、被災事業者のニ
ーズに応じて継続的に支援し、風化防止に努めること。

２．地域の防災・減災対策の強化推進
　⑴	　中小企業・小規模事業者や中小企業組合及び組合間が
取り組むBCPの策定・運用に対する支援措置をより一層
推進すること。

　⑵	　中小企業強靱化法に基づく連携型事業継続力強化計画
の認定後の支援策を強化すること。

ʲഎܠ・理༝ʳ
１�．東日本大震災・豪雨災害等からの復旧・復興の更なる推
進・加速化
　⑴	　十分かつ柔軟な財政・税制措置
　　	　平成30年の７月豪雨、台風第21号、北海道胆振東部地

震、本年８月の九州北部地方の豪雨、台風第15号、第19
号など、大規模災害が相次ぎ発生している。被災地にお
いては懸命な復旧・復興を続けているものの、資材価格・
人件費等の高騰や技術者・熟練工等の人手不足等により
復旧・復興にはまだ相当の長い時間を要するなど、今後
も地域経済への深刻な影響が懸念される。一方で、東日
本大震災から８年以上が経過し、10年間と定められてい
る復興期間は残り１年半となった。直接被害・間接被害
を受けた中小企業・小規模事業者等に対する経営再建、
ものづくり及び地場産業等の事業継続・再生など更なる
経済活動の復興には、継続的で柔軟な対策の実施が重要
であり、中小企業・小規模事業者等の復旧・復興を図る
上での安定的な財政支援が必要である。また、被災事業
者の負担軽減を図るため、法人税・地方税ともに更なる
税制優遇措置を講じる必要がある。さらに、復興状況は
被災地域により異なることから、多様化・複雑化する課
題へ対応するため、柔軟な復旧・復興支援策を講じる必
要がある。

　⑵	　中小企業等グループ補助金の継続
　　	　地域経済の復興を進めるためには、地域企業の約99％
を占め、地域の雇用の受け皿となっている中小企業・小
規模事業者の維持・発展が必要不可欠である。被害を受
けた中小企業・小規模事業者等に対する経営再建、もの
づくり及び地場産業等の事業継続・再生のためには、数
年間という長期間に亘る支援を要することから、中小企
業等グループ補助金の支援を継続することが必要である。
また、認定グループの大半が、販売取引先の減少や風評
被害等により、震災前の売上げに戻らず苦慮しているこ
とから、施設復旧をした後の事業再開後についても、販
路の回復・新規開拓等の取組みを推進する補助事業等の
継続的な支援が必要である。

　　	　また、復興に取り組む中小企業・小規模事業者の事業
継続や事業承継が円滑に行われ、地場産業の担い手とな
る地元企業の活性化に資するよう、補助金に係る自己負

震災復旧・復興支援、豪雨等による災害対策の拡充Ⅲ

― 地方創生は連携による地域力アップと強力な発信 ―
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担分の借入金返済に当たっては、中小企業・小規模事業
者の事情に配慮し、債務返済計画に柔軟に対応するよう、
金融機関に指導する必要がある。

　⑶		　資金調達の円滑化に向けた方策の継続
　　	　被災した組合及び中小企業・小規模事業者に対する経
営再建及び地場産業全体の事業継続・再生などあらゆる
経済活動が早期に復旧し、事業再開に向けた意欲に十分
応えるよう、貸付条件の緩和や手続きの簡素化、借入金
の返済猶予など、資金調達の円滑化に向けてあらゆる方
策を迅速に行うとともに、継続していくことが必要であ
る。

　⑷	　復旧・復興工事における設定単価変更の見直し
　　	　2020年東京オリンピック・パラリンピック関連工事の
増加等、一時的な発注の集中に伴い、復旧・復興工事の
遂行が停滞することから、発注時期の平準化などを図る
必要がある。また、建設資材や人件費の高騰、さらには
人手不足により復興に支障を生じることから、建設資材
価格や人件費等の設定単価変更については、実勢価格に
応じて見直しを図る必要がある。

　⑸	　復旧・復興工事における中小企業組合への配慮
　　	　大震災の復旧・復興に向けた発注に当たっては、地元
企業が施工できるものについては、地域中小企業・小規
模事業者への優先的な発注に努めるとともに、発注に関
わる事務の軽減や効率化の観点から、中小企業組合への
一括発注についても配慮する必要がある。

　⑹	　被災事業者のニーズに応じた風評被害対策の強化
　　	　被災地においては、復旧・復興の進度の違いや、観光・
農林水産物に対する根強い風評被害が長期化しており、
復興に向けた大きな課題の１つとなっている。風評被害
対策としての販路開拓支援には、被災中小企業・小規模
事業者のニーズに応じて計画的・継続的に支援していく

ことが必要である。また、長期化する風評被害に伴い、
国内外において、風評被害、出荷制限等により被害を受
けた全ての被災中小企業・小規模事業者が賠償の対象と
なるよう必要な措置を継続して講じる必要がある。

２．地域の防災・減災対策の強化と推進
　⑴	　BCP策定・運用に対する支援措置の推進
　　	　大地震による震災に限らず新型インフルエンザや風水
害等の災害、取引先の倒産や事業停止などにおいても事
業活動の継続が図れるよう、中小企業・小規模事業者や
中小企業組合及び組合同士が取組むBCPの策定・運用に
対する支援措置をさらに推進する必要がある。

　　	　大企業に比べBCP策定が進んでいない中小企業・小規
模事業者及び中小企業組合に対して策定を推進する上で、
BCPに対応するための設備の更新・遊休施設等の有効活
用、耐震補強するためなどの優遇税制等のインセンティ
ブを与えることが必要である。

　　	　また、各地で自然災害等が多発しており、中小企業・
小規模事業者の事業継続が個社単独では難しい局面が想
定されることから、各都道府県中央会が連携し、傘下会
員組合同士でBCPを策定できるよう予算措置を講じる必
要がある。

　⑵	　連携型事業継続力強化計画認定後の支援策の強化
　　	　中小企業・小規模事業者の防災・減災等の災害対応力
を高めるとともに、円滑な事業承継を促進するための法
律である中小企業強靱化法については、「単独型」事業
継続力強化計画だけではなく、中小企業・小規模事業者
間連携及び組合間連携による計画を立てる「連携型」事
業継続力強化計画の認定も創設されている。

　　	　中小企業組合の今後の新たな活用策として、より幅広
く中小企業組合等に制度普及するためにも中小企業団体
中央会向けの支援制度の構築を図る必要がある。

中小企業・小規模事業者の積極的な事業活動を支える環境整備Ⅳ

１．中小企業金融施策の拡充
ʲ要๬事߲ʳ
１．中小企業の資金調達の円滑化
　⑴	　中小企業の多様なニーズに沿った各種金融支援策の維
持・拡充を図るとともに、サポート体制の強化及び経済
情勢に合わせた柔軟な金融支援を講じること。特に、被
災地域への総合的な支援に加えて、エネルギー価格・原
材料価格の高止まりや人手不足等に伴う人件費高騰等の
影響を受けた中小企業・小規模事業者に対する資金繰り
支援や、生産性向上や新規事業展開のための設備投資、
新たな活力を生み出す創業資金支援等の資金需要に引き
続き万全の措置を講じること。

　⑵	　信用保証協会の基金補助金を十分確保し、中小企業・
小規模事業者の経営安定化を図るセーフティネット保証
を最大限活用すること。対象業種の拡充、貸付枠の拡大、
すべての返済履歴を考慮した保証料率の引下げ等の優遇
措置を講じること。

　⑶	　中小企業・小規模事業者の経営改善計画策定を支援す
るなど、認定支援機関・金融機関によるコンサルティン

グ機能をより一層発揮することで中小企業が長期的に存
続するためのニーズへの対応強化を講じること。また、
自治体の損失補償付制度融資等における求償権放棄に向
けた働きかけを一層強化し、中小企業の円滑な再生への
取り組みを継続すること。

　⑷	　商工中金は常に中小企業金融を支える重要な役割を果
たしてきており、中小企業者にとって必要不可欠な存在
である。中期経営計画「商工中金経営改革プログラム」
に沿った取り組みを推進し、円滑な資金供給に加え、経
営上の課題に直面している中小企業・小規模事業者や中
小企業組合に対して、単なる融資に止まらない親身かつ
前向きな支援が安定的に行われるような組織・機能を維
持し、必要な措置を講じること。

　⑸	　協同組織金融機関である信用組合の地域金融機能を堅
持すること。特にゆうちょ銀行の業務拡大が、小規模事
業者等への円滑な資金供給等に支障を生じさせないよう、
慎重に対応すること。

２．成長戦略を実現するための金融支援の実施
　⑴	　経営者の個人保証に過度に依存しない融資慣行をより
一層推進するよう、引き続き各金融機関・信用保証協会

特集２　第71回中小企業団体全国大会が鹿児島で開催！
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に対して、「経営者保証に関するガイドライン」の遵守
を促すこと。

　⑵	　信用保証協会について、中小企業支援機関との連携を
強化するとともに、審査の弾力化、審査期間の短縮や迅
速な手続き、事務の簡略化、各種保証制度のPRの拡充
等を図ること。

　⑶	　地域金融機関が中小企業・小規模事業者の事業価値を
見極める「目利き能力」を高めることで事業性を評価す
る融資を推進し、地域密着型金融への取り組みを積極的
に展開すること。

２．中小企業・組合税制の拡充
ʲ要๬事߲ʳ
１．中小企業の活力を維持するための税制の強化
　⑴	　中小企業・小規模事業者及び組合が30万円未満の減価
償却資産を取得した場合、当該減価償却資産の合計額
300万円を限度として全額損金算入できる制度を恒久化
するとともに、損金算入限度額の上限を拡大すること。

　⑵	　中小法人及び協同組合の交際費について、事業活動に
関する費用は全額損金算入とし、恒久化すること。

　⑶	　中小企業の欠損金の繰越控除の利用を制限しないこと。
また、欠損金の繰戻還付制度の適用期限を延長すること。

　⑷	　中小法人の法人税の軽減税率について、税率の引下げ
と適用所得金額の撤廃を行ったうえで、その措置を恒久
化すること。

　⑸	　外形標準課税の中小企業への適用拡大は絶対に行わな
いこと。法人事業税の課税の更なる拡大は行わないこと。

　⑹	　減価償却制度の定率法を廃止せず、定額法への統一は
行わないこと。また、法定耐用年数の大幅な短縮や減価
償却制度の簡素化を図ること。

　⑺	　留保金課税の中小企業への拡大は行わないこと。
　⑻　青色事業主勤労所得控除制度を創設すること。
　⑼	　前向きな設備投資を阻害する償却資産に係る固定資産
税を廃止すること。また、事業所税を廃止すること。

　⑽　印紙税を早急に廃止すること。
　⑾　ガソリン税の特例税率を廃止すること。
　⑿	　生産・製造工程などで使用する軽油に対する軽油引取
税の免税措置を恒久化すること。

　⒀　車体課税を抜本的に整理し軽減すること。
　⒁	　退職給付引当金や賞与引当金等の損金算入規定を見直
すこと。

　⒂　役員給与は原則、全額損金算入とすること。
　⒃	　自社利用目的のソフトウェア（無形固定資産）の償却
年数を、現行の５年から３年に短縮すること。

　⒄	　創業後５年間の法人税・社会保険料・登録免許税等の
減免など創業時の中小企業の税制上の負担軽減措置を拡
充するとともに、エンジェル税制の適用要件を緩和する
こと。

　⒅	　中小企業が海外展開するために必要な市場開拓、販売
促進に係る費用等を税額控除とする措置を講じること。

　⒆	　各種政策的補助金による一時的収入は益金不算入とす
ること。

　⒇　産業廃棄物税の減免措置を図ること。
　㉑　地球温暖化対策税の使途拡大を行わないこと。

２．組合関係税制の強化
　⑴	　中小企業組合の法人税の軽減税率について、企業組合、
協業組合をも対象とし、税率の引下げと適用所得金額の
撤廃を行ったうえで、その措置を恒久化すること。

　⑵	　効率的に設備過剰の解消を図るよう、中小企業組合が
計画した設備廃棄、設備集約化に対する減免措置を講じ
ること。

　⑶	　企業組合において設立後５年間法人税を免除するなど
の税制措置を講じること。

　⑷	　組合員の倒産等により、団地組合が団地内不動産をや
むなく一時取得する場合の登録免許税・不動産取得税及
び固定資産税について減免措置を講じること。

　⑸	　事業協同組合等に対する法人住民税（均等割）につい
て、法人税と同様に一律の軽減税率を適用すること。

　⑹	　公共・公益性のある共同施設への固定資産税等の減税
措置を図ること。

　⑺	　共同施設の借入金償還に係る賦課金と減価償却費との
差額への非課税措置を講じること。

　⑻	　高度化資金の返済金や高度化資金で建設した施設の修
理費等を中小企業組合が積立金に繰り入れたときは、全
額損金算入できるようにすること。

　⑼	　中小企業組合の事業活動に必要な寄附金について、被
災地の組合を支援する組合及び組合員による義援金を寄
附金控除対象とすること。

３．中小製造業等の持続的発展の推進
ʲ要๬事߲ʳ
１�．中小企業・小規模事業者のものづくりや革新的技術導入
の支援強化
２�．公設試験研究機関への最新機器導入及び更新に対する支
援の強化・拡充
３�．知的財産の係争費用に対する補助など中小製造業等の知
的財産活動に対する支援の拡充
４�．下請法の厳正かつ迅速な運用

４ ．卸売・小売業・まちづくりの推進、中心市街
地活性化に対する支援の拡充

ʲ要๬事߲ʳ
　⑴	　卸売業の振興及び卸団地の老朽化に対する支援策を強
化・拡充すること。

　⑵	　小売業の振興を目的とした支援策を強化・拡充するこ
と。

　⑶	　中心市街地における機能的なまちづくりを推進するこ
と。

５．サービス業支援の強化・拡充
ʲ要๬事߲ʳ
　⑴	　観光を通じて被災地の復興を加速させるため、広域的
な観光戦略の構築、長期的な復興を支える重層的な取り
組みに対する支援を強化すること。

　⑵	　外国人観光客誘致拡大並びにクルーズ船観光客増加の
ための環境整備を強化すること。

　⑶	　災害防止の観点から、耐震対策の支援対象の範囲を拡
大すること。

― 地方創生は連携による地域力アップと強力な発信 ―
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中 央 会 シ ョ ンイ ン フ ォ メ ー

ものづくり大賞NAGANO2019表彰式
NAGANOものづくりエクセレンス2019認定式が開催
　10月25日、長野市ビッグハットに
て「ものづくり大賞NAGANO2019表
彰式」及び「NAGANOものづくりエ
クセレンス2019認定式」が開催され
ました。
　長野県内のものづくり企業を応援
する「ものづくりNAGANO応援懇話
会」では、毎年優れたものづくり企
業を「ものづくり大賞NAGANO」と
して表彰しています。
　10回目となる今年も、エントリー
企業の中から「大賞」、「きらりと光
る技術賞」、「特別賞」の表彰が行われ、さらに当日、大賞の中からグランプリを決定し表彰
しました。また、長野県がものづくり企業の優れた技術・製品を認定する「NAGANOものづ
くりエクセレンス2019」の認定式も同時に行われました。
　10月26日・27日に開催された「産業フェアin信州2019」の開会式に引き続き実施された表
彰式・認定式は、太田寛長野県副知事が出席してプレゼンターを務められました。

　「ものづくり大賞」には、株式会社ダイヤ精
機製作所（岡谷市	小口裕司代表取締役社長）、
株式会社共進（諏訪市	五味武嗣代表取締役社
長）、株式会社協和精工（高森町	橋場浩之代表
取締役社長）の３社が受賞し、グランプリには、
株式会社ダイヤ精機製作所が選ばれました。
　「きらりと光る技術賞」には、株式会社バイ
タル（佐久市）が受賞し、「NAGANOものづく
りエクセレンス」には、赤羽工機有限会社（塩
尻市）や株式会社みすず精工（須坂市）をはじめ、

10企業（大賞・技術賞受賞企業を含む）が認定されました。
　「特別賞」には、世界一を目指し行動する上伊那地域企業の会が選ばれました。

　本年度受賞・認定の一覧と大賞・エクセレンスの詳細については、以下のホームページを
ご覧ください。次年度以降ご応募の際には本会にて支援いたしますので、ぜひお申し出くだ
さい。

ものͮくり/"("/0Ԡ援࠙࿩会　IUUQ���NPOP�O�DPN��
長野県ホームページ　IUUQT���XXX�QSFG�OBHBOP�MH�KQ�TBOTFJ�IBQQZPV�1�1025QSFTT�IUNM

ものͮくりେ৆/"("/0දজ式記೦ࡱӨの༷子

ものͮくりΤクηレンス認定式記೦ࡱӨの༷子

検索検索検索
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SDGs推進企業登録制度と
事業継続力強化計画に関する研修会を開催

　11月19日、長野市「ホテルメルパルク長野」にて、東北
信の会員を対象にSDGs推進企業登録制度と事業継続力強
化計画に関する研修会を開催し、100名近い皆さまにご参
加いただきました。
　前段では、長野県産業労働部産業政策課の日詰究主任
より「長野県SDGs推進企業登録制度」についてご説明いた
だき、制度の趣旨や登録マークの活用についてお話しいただきました。SDGs推進企業登録
では、SDGsに関する気付きを具体的な取り組みとして意識し、行動に繋げることを目的に
しています。「全国的にもSDGsに関する認証制度を実施しているのは長野県のみであり、
制度の活用を通して、SDGsに取り組むきっかけにしていただきたい」と話されました。
　後段では、全国中小企業団体中央会の及川勝事務局長より「中小企業強靭化法と事業継続

力強化計画認定制度」についてご説明いただきました。
事業継続力強化計画は、自然災害等による事業活動へ
の影響を軽減することを目指し、事業継続に向けた取
り組みを計画にし国が認定します。個々の企業や組合
で活用することができることから、災害が頻発してい
る昨今、制度の積極的な活用について話されました。

外国人技能実習制度適正化講習会を開催
　11月12日に諏訪市「ホテル紅や」、13日に長野市「ホテ
ルメトロポリタン長野」にて、外国人技能実習制度適正
化講習会を開催し、それぞれの会場で40名近い皆さま
にご参加いただきました。
　講師に全国中小企業団体中央会労働政策部の菱沼貴
裕副部長をお招きし、「外国人技能実習の適正運営の留
意点と特定技能制度の現状と見通し」と題して、外国人
技能実習制度の現状や、適正な管理団体としての組合運営等についてご講演いただきました。
　直近の技能実習制度での受け入れ人数の多い国は、ベトナムが約50％、次いで中国の約
23％、フィリピン、インドネシアと続いており、受け入れ方法としては団体監理型の受け
入れが97％を占めています。
　団体監理型での受け入れが大多数を占める中で、中小企業等協同組合法、組合定款を遵守
した適切な組合運営・管理を行ったうえで、技能実習法に基づいた外国人技能実習生共同受

入事業を適切に実施することが重要です。協同組合と
は、相互扶助の精神に基づいて共同して事業を行う組
織であることに留意する必要があると話されました。
　本会では、適正化講習会の実施等を通して、組合及
びその組合員企業を支援してまいります。
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●�自民党の政策懇談会において要望
　	　佐藤専務理事は10月23日、自由民主党本部に
おいて開催された自民党の政策懇談会に出席し、
中小企業・小規模事業者の予算の拡充、働き方
改革の実現に向けた中小企業への配慮、地域の
実情を踏まえた最低賃金の設定、社会保険料対
策の推進、東日本大震災・豪雨災害等からの復
旧・復興のさらなる推進・加速化、地域の防災・
減災対策の強化と推進、ものづくり補助金の継
続、消費税率引き上げ後の対策、事業承継税制、
期限の到来する軽減措置の延長について強く要望しました。

●�中小企業組合の経営支援力強化に関する連携協定を締結
　	　本会は10月28日、損害保険会社４社（あいお
いニッセイ同和損害保険株式会社、損害保険
ジャパン日本興亜株式会社、東京海上日動火災
保険株式会社、三井住友海上火災保険株式会社）
と、相互に幅広い連携・協力関係を構築し、各
社がもつ機能・人材・ノウハウ・	情報等を最大
限に活用することで、労務リスク・サイバーリ
スクに対する管理体制、健康経営ノウハウ提供、
各種研修会への講師派遣・カリキュラム作成ア
ドバイスなど、中小企業のリスクマネジメント等を支援する中小企業組合の経営支援力強
化・活性化を図るため協定書を締結しました。

●生産性向上に向けた意見交換会において意見陳述
　	　佐藤専務理事は11月18日、経済産業省別館において開催された「中小企業・小規模事業者
の生産性向上に向けた意見交換会」に出席し、中小企業の生産性向上のための売上・利益拡
大を図る環境整備について意見陳述を行いました。

^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^

^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^

自民党本部にて要望する佐藤専務理事

協定式

意見陳述を行う佐藤専務理事（中央）意見交換会の様子
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信州ならではの特色ある市町村のイチオシをご紹介します。

ఱཾଜষ
（ত和�5年１月１日制定）

Tenryu Village

天龍村
市町村の

イチオシ！

第21回

　国の重要無形民俗文化財に指定されている天龍村の霜月神楽
には、坂部の冬祭り（表紙写真）のほかに「向

むかがた

方のお潔
きよ

め祭り」
と「大

おおこうち

河内の池
いけ

大
だいじんじゃ

神社例
れいさい

祭」があります。
　これらのお祭りは、古来より信仰されていた諏訪湖に源を発
する天竜川の水による湯

ゆ

立
だて

が行われることから湯立神楽とも呼
ばれています。人々は、
湯立の釜の周りに集ま
り舞い続けることや釜
の湯を飲むことで新しい年の幸せと健康を祈り新たな年を迎えて
きました。
　向方のお潔め祭りは１月３日14時頃から天照皇大神社で、大河
内の池大神社例祭は１月５日14時頃から池大神社で行われます。
３つの霜月神楽はいずれも平岡駅からの送迎がありますので、天
龍村の霜月神楽で清らかな１年の始まりを迎えてみませんか。

　向方のお潔め祭りから命名された天龍温泉「おきよめの湯」
は肌に優しい泉質（アルカリ性単純温泉）の村営温泉施設です。
豊かな自然に囲まれた露天風呂やサウナ、内風呂（圧注浴）
を備えており、館内には郷土料理を中心としたレストラン「湯
とり」や特産品の売店もあります。
　身も心もきれいになり、長寿への願いが込められた「おき
よめの湯」でぜひ入浴とお食事をお楽しみください。

　ఱཾଜは長野県の最ೆ୺にҐஔしており、ଜの中央をఱཽ઒が流れるਂࢁいࢁଜです。そのため、ંق࢛々
の๛かな自વを体験でき、य़には県内で最もૣくࡩが࡙くことから「信भにय़をࠂげるଜ」とݺ͹れています。
　１年をとおしてق࢛をѪでつつ༷々な࠵しが行われており、৽年にࣥり行われる「ఱཾଜのૼ月ਆָ」は地
域の人々によりݹくから఻ঝされてきました。
ԕೆ信自動車ಓの੔උがਐΉことで、よりଟくのํにఱཾଜの自વと఻౷จࡾ後はϦχΞ中央৽幹ઢ΍ࠓ　
化に৮れてもら͑ ることがظ଴されます。

おきよめ؍光ٞڠ会Ωϟラクλー
「おきよめっち」

天龍村の霜月神楽

神々が湯あみする秘湯「おきよめの湯」

天龍村は伝統ある民俗芸能を受け継いできた村です。特に例年１月３
日から５日にかけて執り行われる霜月神楽は、地域に伝わる伝記によ
ると正長元年（1428年）に始まったとされ、代々口頭伝承として伝え
られてきました。近年、後継者不足から祭りの存続が危惧されていた
ため、平成25・26年度に天龍村霜月神楽等資産化事業として後世に残
すための記録も行ったところです。祭り中は村外の方も送迎バスを利
用するなどして夜を徹した神楽を見学され、天龍村の文化を身近に感
じていただいています。皆様のお越しを心よりお待ちしております。

天龍村長
Ӭྮ　੣一

りࡇのおܿめํ޲

େՏ内の஑େਆ社ྫࡇ

おきよめの౬

おきよめの౬
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べからず

「私が最後の砦」と自負しています

　江戸時代から続
くといわれる千曲
川の初夏の風物詩、
つけば漁。ハヤ（ウ
グイ）の産卵の習
性を利用し、産卵
しやすいようきれ
いな玉砂利を敷きつめた人工の産卵場所（産卵床）
に集まるハヤを捕まえます。シーズンになると川
沿いに「つけば小屋」が建ち、獲れたてのハヤの
唐揚げや塩焼きを味わうことができます。
　淡水魚鯉西は1978（昭和53）年、釣り好きだっ
た先代社長が脱サラで創業。86年に法人化し、千
曲川で獲れる川魚の加工品の製造・販売を行うと
ともに、本店とつけば小屋で料理を提供していま
す。
　「かつてたくさんあった川魚専門店がどんどん
廃業し、つけば小屋も減っていく中で始めた会社。
周囲からは反対されましたが、先代が“他がやめ
れば独占企業になる”と言った通りになりました」
　そう話すのは、先代と二人三脚で会社を盛り立
ててきた西沢徳雄社長。「私が最後の砦」と自負し、
県内はもとより全国のテレビ局の取材にも積極的
に出演・対応するなど、千曲川の伝統的食文化と
自然を元気にアピールしています。
　商品は鯉の甘煮、鮎の甘露煮や塩焼きが特に人
気で、地元はもとより、銀座NAGANOや都内有
名百貨店の催事などでも販売。土産品や贈答品と
しても多く利用されています。また本店とつけば
小屋（期間営業）での飲食事業も全売上げの半分
を占めています。

“キャッチ＆クッキング”で地域が活性化

　もっとも悩み
は、千曲川の生
態系に悪影響を
及ぼす特定外来
種であるブラッ
クバスの増加。
釣り人に生きた

ままの持ち出しや再放流
の禁止など、地域をあげ
て対策を講じていますが、
なかなか効果が上がらな
いのが実情です。
　「ブラックバスはもともと食用。ならばと試し
に塩焼きにして食べてみたら、おいしかった。身
が豊富で食べ応えもある。これは何とかなるぞ、
と（笑）」
　そこで同社と地域（上田市、上小漁協、上田千
曲高校など）が連携し、「キャッチ＆クッキング（食
べて減らそう）」を旗印に掲げた取り組みをスター
トさせました。同社は平成29年度ものづくり補助
金を活用し、安定した品質で大量調理ができる業
務用調理器具（スチームコンベクションオーブン）
などを導入。ブラックバスの天ぷら、唐揚げ、塩
焼きなどの商品化と量産に取り組んでいます。
　「“キャッチ＆クッキング”で地域が活性化しつ

つあり、全国のモデ
ルケースにもなって
います」と西沢社長。
ラグビーW杯や東京
五輪なども見据え、
「これからが正念場」
とさらに積極的な展
開を目指しています。

有限会社淡水魚鯉西（上田市）

有限会社淡水魚鯉西
୅　　ද　୅දऔక໾　੢୔ಙ༤
設　　立　1�86（ত和61）年2月
ࢿ ຊ 金　500ສ円　
従業һ਺　1�໊
ຊ　　社　上ాࢢఱਆ1���1�
　　　　　5&-�0268�22�512�　'"9�0268�25�512�
事業内༰　઒ڕの加工品製造・販売、઒ڕྉ理ళ

千曲川の伝統的食文化と自然を守り、
“キャッチ＆クッキング”で地域活性化を目指す。

肉厚でおいしいブラックバスの塩焼き

鯉西本店店内

千曲川の風物詩、つけば小屋

スチームコンベクションオーブン
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昔ながらの米麹を使う甘酒づくり。
手づくりの技、その機械化に挑戦。
米麹にこだわる老舗酒造の甘酒

　慶応３年、豊島屋は生糸
販売を手がけて創業。平成
29年に150周年を迎えまし
た。岡谷の地域に根ざし、
雇用にも貢献している老舗
企業です。現在は、清酒、
石油、住宅機器と３つの部
門で多角的に事業を展開し
ています。
　清酒部門は「神渡（みわ
たり）」というブランド名の日本酒で知られてい
ますが、こだわりの甘酒づくりを追求するために、
平成25年度ものづくり補助金を申請しました。
　担当の林部長は、甘酒づくりには２種類あると
いいます。「ひとつは、酒粕を溶かして、砂糖を
入れて糖化させ、さらに食塩や酸味料などを入れ
てつくる方法。大手メーカーの大量生産に向いて
います。もうひとつは、米麹と米を使って自然に
糖化発酵させ、水以外は入れず無添加でつくる方
法。当社は、この昔ながらの製法によって、ほと
んど手作業でつくっていました」。健康志向や発
酵食品への人気が高まる中、同社の甘酒生産量に
は限界があり、その需要に対応できていない状況
でした。

需要に応えて、手づくり工程を半自動化

　同社は補助金を活用して、手作業だった甘酒づ
くりのプロセスを機械化する３つの装置を導入し
ました。まずは米麹と米を安定的に糖化させる甘
酒製造糖化装置。次に、粒状の甘酒を柄杓と漏斗
で充填していた、これまでの面倒な手作業をピス
トン式充填機が一手に引き受けます。そして、湯

煎を使って殺菌し
ていた工程には、
ムダがなく均一に
処理できる加熱殺
菌装置を入れまし
た。手作業をこう
した機械に代用さ
せ、品質の安定化

をはかるとともに、生産数
量や時間の大幅な改善を実
現しました。一定の需要に
は応えたものの、甘酒づく
りの完全な自動化には、ま
だ程遠いそうです。
　「麹にゴミが入っていな
いか、目視で検査したり、人間でなければできな
い作業がまだ多く残っています。酒粕由来にすれ
ば、その辺の管理はラクなんですが、やはり、米
麹由来にこだわりたい」。米麹のもととなる酒米
についても、同社は長野県産にこだわり、信頼で
きる農家とダイレクトに提携。生産者の顔が見え
るよう独自の仕入れルートを確立しています。
　「うちの甘酒は、赤ちゃんや妊産婦、またお年
寄りまで安心してお飲みいただけます。粒の食感
を残すことで米本来の旨みとコクを凝縮していま
す。飲めば、違いがわかります」と林部長は胸を
張ります。平成30年度の第１回長野県甘酒鑑評会
では、長野県知事賞を受賞。こだわりの甘酒は、
いま、着実にファンを広げています。麹由来であ

るからこそ、美容や
健康維持の面でも期
待がかかります。岡
谷の老舗酒造、神渡
ブランドの甘酒づく
りから、これからも
眼が離せません。

株式会社豊島屋（岡谷市）

株式会社豊島屋
୅　　ද　୅දऔక໾社長　ྛ�৽一࿠
૑　　業　1867（ܚԠ3）年
ࢿ ຊ 金　1ԯ円　
従業һ਺　110໊
ຊ　　社　Ԭ୩ࢢຊொ3���1
　　　　　5&-�0266�23�1123　'"9�0266�22�0787
事業内༰　�清ञ・মய・؁ञの製造販売、ੴ༉製品શ

ൠの販売、住୐機器の販売なͲ

甘酒のパッケージ

均一に処理できる加熱殺菌装置

酒蔵のなか、明治時代からの歴史を感じる

　　手前：ピストン式充填機
　　奥：甘酒製造糖化装置
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１　遺言とは
　�　自分が亡くなった後、どの財産を誰に相続させるか
等を決めておきたい場合は、その内容を生前のうちに
書面にしておく必要があります。個人事業主であれば
事業用資産等、会社経営者であれば株式等を、後継者
が相続できるようにしておかないと、後継者による経
営の支障となります。
　�　この書面が、皆様ご存じ「遺言」です。
　�　遺言には大きく分けて２種類あります。１つは自分
で書く「自筆証書遺言」、もう１つは公証人に作成して
もらう「公正証書遺言」です。

２　自筆証書遺言についての民法改正
　�　今年１月から、自筆証書遺言の作成が若干、容易に
なりました。
　�　従来、自筆証書遺言は、遺言の作成者（「遺言者」と
言います）が、遺言の全文・日付・氏名を自ら手書き
して捺印する必要がありました。パソコンで作成した
遺言を印刷するというわけにはいきません。書き間違
えて訂正するにも、単に訂正印を捺すだけでは済まず、
訂正の方式は複雑です。
　�　それが、民法改正により、遺言のうち、添付する遺
産目録については、手書きしなくてもよいことになり
ました。遺産目録に書く事項は、土地では１筆ごとに
所在・地番・地目・地積、預金では１口座ごとに金融
機関名・支店名・口座の種別・口座番号というように、
多岐にわたります。これらを記す目録が、各ページに
署名捺印さえすれば印刷でもよくなりました（目録以
外は、依然として自分で書く必要があります）。但し、
例えば、目録のうち、１頁だけ署名捺印がなかった場合、
自筆証書遺言全体の効力がどうなるかなど、改正後で
も注意しなければならない点がありますので、事前に
弁護士にご相談されることをお勧めします。

３　法務局での自筆証書遺言保管制度
　�　来年７月からは、法務局で自筆証書遺言を保管して
くれる制度が始まります。
　�　これまでは自筆証書遺言を保管してくれる公的制度
はありませんでした。ですので、せっかく苦労して遺
言を書いておいたのに、死後、遺言が発見されないま
まになる、あるいは遺言を発見した人が他の相続人に
見付からないうちに遺言を捨てたり隠したりしてしま
うということも、あり得ました。
　�　法務局で遺言を保管してくれれば、相続人が法務局
に問い合わせると、遺言が預けられているか否か分か

るようになり、遺言が秘かに破棄・隠匿される危険は
なくなります。また、改正前、自筆証書遺言の保管者
や相続人は、家庭裁判所に検認の申立をすることが義
務づけられていましたが、この保管制度を利用した場
合、家庭裁判所による検認が不要となりました。

４　それでもなくならない自筆証書遺言のリスク
　�　以上の法改正により、自筆証書遺言は利用しやすく
なります。
　�　それでも、弁護士としては、自筆証書遺言ではなく、
公正証書遺言の作成をお勧めします。というのは、自
筆証書遺言の効力をめぐって、相続人の間で争った事
件を、多く目にしてきたからです。
　�　自筆証書遺言には、３つ、争われるリスクがあります。
　�　１つ目は、偽造ではないか、誰か他人が書いたので
はないか、と疑われることです。京都の老舗の鞄店で
自筆証書遺言が本物かを巡って長男と三男が争い、そ
のために一時的に事業が停止し、更には事業が事実上
分裂してしまった事件は、覚えていらっしゃる方もい
るでしょう。この事件では、最終的には遺言の効力が
否定されて終結しました。
　�　２つ目は、遺言を作成した当時、既に遺言を作成で
きる能力はなかったのではないか、と疑われることで
す。つまり、認知症等で判断能力を失った状態で、他
人に言われるまま書かされた遺言ではないか、とのク
レームです。遺言は、遺言者に判断能力がある状態で
作成されたものでない限り無効となります。
　�　３つ目は、遺言の文言の解釈を争われることです。
法的文書の作成に通じていない方が自ら考えた文章を
遺言にした場合、遺言者の真意が伝わらないどころか、
解釈が複数成り立つ文章になってしまうことがありま
す。この場合、相続人が自分に都合のよい解釈を主張
して対立することになってしまいます。

５	　弁護士の指導のもと、公正証書遺言を作成するのが
ベスト
　�　公正証書遺言であれば、前記のリスクを大幅に軽減
できます。
　�　公正証書作成の際には、本人確認をした上で、公証
人が真正な文書であることを証明するので、偽造の疑
いは生じません（なお、自筆証書遺言でも、法務局が
預かる場合には、本人確認をしますので偽造の疑いが
生ずるおそれは少なくなるでしょう）。
　�　また、公証人が遺言者の意向を確認して遺言を作る
というプロセスを経るので、遺言能力に疑いが生じに
くくなります（但し、公正証書遺言でも遺言能力が否
定された裁判例も少数ですがあります）。
　�　公証人というプロが作成する文章ですので、解釈の
疑義も生じにくくなります。
　�　もっとも、遺言を作成するには、ただ法律上有効な
遺言を作れば足りるのではなく、遺族間の争いを生ま
ないための遺留分への配慮や、事業承継の円滑化、相
続税等、多様な方面にわたる目配りが必要です。これ
ができるのが、弁護士です。弁護士と打ち合わせをし
ながら遺言の原文を作成し、弁護士経由で公証人に依
頼して公正証書遺言を作ることが、もっとも安全確実
と言えます。また、弁護士に依頼しておけば、死後、
遺言の内容を迅速に実現することにも協力できます。

遺言関係の法律改正

弁護士　山  崎  泰  正（長野市）

ห࢜ޢの࿩ห࢜ޢの࿩ห࢜ޢの࿩ห࢜ޢの࿩ห࢜ޢの࿩ห࢜ޢの࿩ห࢜ޢの࿩ห࢜ޢの࿩ห࢜ޢの࿩
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１．まずは「治療と仕事の両立支援」の基本方針や具体的な対応方法などのルールを作成。
　　その後、すべての労働者に周知し、治療と仕事を両立しやすい職場の空気をつくりましょう。
２．労働者、管理職に対して研修などを行い、意識啓発を図りましょう。
３．治療と仕事の両立支援は、職場に復帰したい人の申し出から始まります。
４．治療に配慮するため、休暇制度や勤務制度などを実情に応じて検討・整備していきましょう。

治療と仕事の両立支援

イメージ
キャラクター
「ちりょうさ」

「治療と仕事の両立支援」を進めるための指針

「治療と仕事の両立支援」をスムーズに進めるための 4つのポイント

※「治療と仕事の両立支援」は、<第 13 次労働災害防止計画 >にも盛り込まれています。

こちらもご活用ください

国の作成した「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」（厚生労働省）には、両立支援を行うための環
境整備や個別の両立支援の進め方を具体的に解説してあります。また主治医とやりとりする文書や、両立支援プランを作成
する際の様式例、さらに企業と医療機関との連携を事例スタイルでわかりやすく紹介した「企業・医療機関連携マニュアル」
なども収録しているので便利にお役立ていただけます。

「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」とは

■「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」
　治療と仕事を両立しようとする人に対して事業場はどのような対応をしたらよいのか、
　両立支援を行うための環境整備や個別の両立支援の進め方、様式例集をわかりやすくまとめました。
■治療と仕事の両立支援助成金　実施主体：独立行政法人　労働者健康安全機構
　治療と仕事の両立支援のための制度を導入する事業主に助成金が支給されます。

お申込みは、
下記の URL へ
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年次有給休暇の取得促進に関しては、
長野労働局 雇用環境・均等室（026-223-0551）まで
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ᴾ

ᴾ

共済商品の内容ᴾ
ᴾ ᴾ ᴾ ᴾ

保障のコースᴾ
①ᴾ ᴾ

入院１日目から３０日までᴾ

②ᴾ ᴾ

継続して３０日以上の入院ᴾ

３０日以上入院した場合ᴾ

の合計額ᴾ（ᴾ①＋②ᴾ）ᴾ

ᴾ

５０万円コースᴾ
１日につきᴾ５，０００円ᴾ

入院共済金支払限度１５万円ᴾ
一時金でᴾ３５万円ᴾ ５０万円ᴾ

３０万円コースᴾ
１日につきᴾ３，０００円ᴾ

入院共済金支払限度９万円ᴾ
一時金でᴾ２１万円ᴾ ３０万円ᴾ

○ 詳細につきましてはパンフレットをご覧ください。  

 
 
  

 

ᴾ

持病をᴾ

お持ちの方もᴾ

ご相談ᴾ

ᴾ ᴾ ᴾ ください。ᴾ

 

【北信支部】P 長野市中御所岡田 ᵏᵑᵏᵋᵏᵎᴾ 長野県中小企業会館 ᵑ階ᴾ
【東信支部】P 上田市常田 ᵐ丁目 ᵐᵎᵋᵐᵔᴾ トキダビル３階ᴾ

【中信支部】P 松本市中央 ᵏ丁目 ᵐᵑᵋᵏᴾ松本商工会館３階ᴾ
【南信支部】P 諏訪市高島 ᵐ丁目 ᵏᵐᵎᵏᵋᵒᵎᴾᵰᵟᵩᵭ 華乃井ホテルパレス１階ᴾ
【飯田支所】P 飯田市主税町３ᵋ１ᴾいいだ会館３階ᴾ

〒ᵑᵖᵎᵋᵎᵗᵑᵔ長野市中御所岡田ᵏᵑᵏᵋᵏᵎᴾ 長野県中小企業会館ᵑ階ᴾ

ᵲᵣᵪᵌᵎᵐᵔᵆᵐᵔᵗᵇᵎᵖᵖᵓᴾ
ᵲᵣᵪᵌᵎᵐᵔᵖᵆᵐᵒᵇᵏᵕᵖᵗᴾ

ᵲᵣᵪᵌᵎᵐᵔᵑᵆᵑᵑᵇᵎᵓᵏᵎᴾ
ᵲᵣᵪᵌᵎᵐᵔᵔᵆᵕᵖᵇᵒᵎᵑᵑᴾ
ᵲᵣᵪᵌᵎᵐᵔᵓᵆᵐᵒᵇᵕᵎᵗᵗᴾ
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　長野県内の事業場で働くすべての労働者に適用される「長野県最低賃金」（地域別最低賃金）及び
特定の産業の基幹的労働者に適用される「特定（産業別）最低賃金」が次のとおり改定されました。

長໺ݝの࠷௿௞ۚ
˒ ඞͣνΣοク ࠷௿௞金ʂ  ࢖༻ऀも ࿑ಇऀも ˒

（それぞれの最低賃金の効力発生日にご注意ください。）

地域別最低賃金 時間額 効力発生日
★�長野県最低賃金は、長野県内の事業場で働く�
すべての労働者に適用されます。

★�なお、下記の産業で働く労働者には、それぞれ
の特定（産業別）最低賃金が適用されます。

長 野 県
最 低 賃 金

ԁ

�4� 令和元年
10月４日

特定（産業別）最低賃金 時間額 効力発生日
特定（産業別）最低賃金から適用除外され、

長野県最低賃金又は他の特定最低賃金が適用されるもの
適用除外業種 適用除外者及び適用除外業務

計量器・測定器・分析機器・試
験機、医療用機械器具・医療用品、
光学機械器具・レンズ、電子部品・
デバイス・電子回路、電気機械
器具、情報通信機械器具、時計・
同部分品、眼鏡製造業

ԁ

�92 令和元年
11月27日

測量機械器具製造業、理化学機械器具製造
業及びこれらの産業において管理、補助的
経済活動を行う事業所

①�18歳未満又は65歳以上の者
②�雇入れ後６月未満の者であっ
て、技能習得中のもの

③�次に掲げる業務（これらの業務
のうち流れ作業の中で行う業
務を除く。）に主として従事す
る者

イ　清掃又は片付けの業務
ロ　�手作業による選別、袋詰め、
箱詰め又は包装の業務

ハ　�手作業により又は手工具若
しくは手持空圧�・�電動工具
を使用して行う熟練を要し
ない部品の組立て又は加工
の業務

はん用機械器具、生産用機械
器具、業務用機械器具、自動車・
同附属品、船舶製造・修理業、
舶用機関製造業

ԁ

90� 令和元年
11月27日

ボイラ・原動機製造業、建設用ショベルト
ラック製造業、繊維機械製造業（毛糸手編
機械製造業を除く）、計量器・測定器・分
析機器・試験器・測量機械器具・理化学機
械器具製造業、医療用機械器具・医療用品
製造業、光学機械器具・レンズ製造業、武
器製造業及びこれらの産業において管理、
補助的経済活動を行う事業所

各種商品小売業
（衣・食・住にわたる各種の商品を
一括して一事業所で小売する事業
所で、その事業所の性格上いずれ
が主たる販売商品であるか判別で
きない場合が該当します。）

ԁ

�55 令和元年
12月31日

①�18歳未満又は65歳以上の者
②�雇入れ後６月未満の者であっ
て、技能習得中の者

③�清掃又は片付けの業務に主と
して従事する者

印刷、製版業

ԁ

�50 令和元年
12月31日

改定前　872円

改定前　821円

改定前　883円

改定前　835円
※令和元年10月４日から12月30日まで
の間は長野県最低賃金を適用　

改定前　827円
※令和元年10月４日から12月30日まで
の間は長野県最低賃金を適用　

※　精皆勤手当、通勤手当及び家族手当は、最低賃金の対象とはなりません。
※　�適用除外業種欄は、長野県最低賃金が適用されるものと他の特定最低
賃金が適用されるものがあります（長野労働局HPにて確認できます。）。
適用除外者及び適用除外業務欄は、長野県最低賃金が適用されます。

※　�技能実習制度における技能実習生は、特定（産業別）最低賃金の適
用除外者の１つである「雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中
の者」には該当しません。

※　��最低賃金を一定額以上に引き上げを行った中小企業・小規模事業者へ
の支援制度として、「業務改善助成金」を用意しております。詳しくは、
厚生労働省ホームページをご覧ください。
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約20万人の実績
産業雇用安定センターは人材を送り出す企業と人材を受け入れる企業との間で
様 な々人材マッチングを行っている公的機関です。

ハローワークの他にもあります。

●事業拡大・新規事業のため
　経験豊富な人材を採用したい

●事業の整理・縮小により
　雇用調整を検討
●従業員の再就職を支援したい

人材を無料で
斡旋・紹介する公的機関

1

送出者に
応募書類の添削、
面接指導など
マンツーマンで
行います。

全国約500名のコンサルタントがマンツーマンで対応します。
送出者のキャリア、人物像及び希望職種を把握した上で、求人企業
訪問による情報収集を行い、送出者へ求人の斡旋をすることできめ
細やかな再就職支援を行います。

2 人事担当者へのアドバイスや支援、
送出者との調整を行います。

3

全国47都道府県の事務所による情報網
30年以上の実績と信頼

4

送出企業受入企業

4つの特徴

マッチング

産業雇用
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